
 

 

 

坂東市の財務書類 

       （令和５年度決算） 

          〔統一的な基準〕 

 

                                                      

 

 

 

               

                         坂東市 



 - 1 - 

目次 

  

 Ⅰ はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

 Ⅱ 作成基準日・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

 Ⅲ 対象とする会計の範囲・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

  

 Ⅳ 財務書類について 

  １ 貸借対照表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

  ２ 行政コスト計算書・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 

  ３ 純資産変動計算書・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６ 

  ４ 資金収支計算書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 

 

 Ⅴ 財務書類からわかること・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 2 - 

Ⅰ はじめに 

 

現行の地方公共団体の会計は、「現金主義・単式簿記」といった、単

年度の歳入と歳出を対比した収支の会計制度がとられており、この制度

に従って歳入歳出予算書や決算書を作成しています。この制度について

は、その年度の収支など現金の動きがわかりやすいといった利点がある

反面、過去から積み上げた資産や負債などの状況を把握できない、減価

償却や引当金といった会計手続きの概念がないといった弱みがありまし

た。 

平成１８年６月「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推

進に関する法律」が施行され、総務省は地方自治体に対して、国の作成

基準に準じた新しい会計制度に基づき財務書類を整備するよう要請して

きました。 

平成１９年５月に「新地方公会計制度研究会報告書」、平成１９年１

０月には「新地方公会計制度実務研究会報告書」を公表し、「総務省方

式改訂モデル」と「基準モデル」の２つのモデルを示しました。 

本市においては、こうした動きに対応し、報告書で示された作成モデ

ルのうち、「総務省方式改訂モデル」に基づき普通会計財務書類４表（貸

借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）を

作成するとともに、市の全ての会計、関係する一部事務組合・広域連合

などとも連結した財務諸表を作成いたしました。 

そして、総務省は平成２７年１月に「統一的な基準による地方公会計

の整備促進について」を示し、すべての地方公共団体へこの統一的な基

準での財務書類を平成３０年３月までに作成するよう要請しました。 

本市では、この総務省の要請を受け、平成２７年度決算より「統一的

な基準」による財務書類を作成しています。 
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Ⅱ 作成基準日 

 

作成の基準日は、令和６年３月３１日とし、令和６年４月１日から令

和６年５月３１日までの出納整理期間における収支については、作成基

準日までに終了したものとみなして取り扱っています。 

 

Ⅲ 対象とする会計の範囲  

会計区分

一般会計

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計

介護事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

水道事業会計

下水道事業会計

坂東市土地開発公社

茨城県市町村総合事務組合

茨城西南地方広域市町村圏事務組合

常総衛生組合

清水丘診療所事務組合

さしま環境管理事務組合

茨城租税債権管理機構

茨城県後期高齢者医療広域連合

一
般
会
計
等

全
体
会
計

連
結
会
計
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Ⅳ 財務書類について 

 １ 貸借対照表 

貸借対照表とは、本市が保有している「資産」（土地や建物など）や

「負債」（地方債や退職手当引当金など）のストック状況を表したもの

です。資産、負債、純資産の３要素から構成されており、表の左側と右

側で、「資産＝負債＋純資産」となっております。 

  

（単位：百万円）

一般会計等 全体会計 連結会計 一般会計等 全体会計 連結会計

１．固定資産 126,004 150,168 154,058 １．固定負債 26,460 46,625 47,383

事業用資産 23,812 23,812 26,392 地方債 23,783 32,272 32,533

インフラ資産 94,143 97,823 97,824 長期未払金 23 23 23

物品 517 22,948 23,148 退職手当引当金 2,644 2,759 3,257

無形固定資産 0 427 427 損失補償等引当金 9 9 9

投資及び出資金 4,027 393 393 その他 － 11,562 11,562

投資損失引当金 － － － ２．流動負債 2,740 3,651 3,742

長期延滞債権 175 350 351 2,325 3,075 3,112

長期貸付金 15 15 15 未払金 23 166 166

基金 3,398 4,608 5,714 未払費用 － － －

その他 － － － 前受金 － － －

徴収不能引当金 △ 83 △ 211 △ 211 前受収益 － － －

２．流動資産 5,371 9,513 10,426 賞与等引当金 198 215 267

現金預金 1,810 5,736 6,144 預り金 194 194 195

未収金 123 351 351 その他 － 1 1

短期貸付金 － － － 負債合計 29,200 50,276 51,125

基金 3,457 3,463 3,967 純資産の部

棚卸資産 － 1 1 純資産合計 102,175 109,405 113,358

その他 － 0 0 固定資産等形成分 129,461 153,631 158,025

徴収不能引当金 △ 19 △ 38 △ 38 余剰分（不足分） △ 27,285 △ 44,226 △ 44,789

３．繰延資産 － － － 他団体出資等分 － － 122

131,375 159,681 164,484 131,375 159,681 164,484

※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

負債の部資産の部

負債及び純資産合計資産合計

貸方

１年以内償還予定地方債

借方

 

 

本市の資産は、一般会計等ベースで１，３１３億７，５００万円、全

体会計ベースで１，５９６億８，１００万円、連結会計ベースで１，６

４４億８，４００万円となりました。そのうち、一般会計等ベースの純

資産１，０２１億７，５００万円、全体会計ベースの純資産１，０９４

億５００万円、連結会計ベース１，１３３億５，８００万円の純資産は

過去の世代や国・県の負担で、すでに支払いが済んでいます。また、一

般会計等ベースの負債２９２億円、全体会計ベースの負債５０２億７，

６００万円、連結会計ベースの負債５１１億２，５００万円については、

将来の世代が負担していくことになります。 
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 ２ 行政コスト計算書 

行政コスト計算書とは、民間の損益計算書にあたるもので、１年間の

行政コストのうち、福祉サービスやごみの収集のように資産の形成には

結びつかない行政サービスに係る経費を人件費、物件費等の業務費用と

補助金や社会保障給付等の移転費用に区分し「経常費用」として、これ

らの行政サービスに係る財源として、使用料や手数料などを「経常収益」

として表したものです。 

  

（単位：百万円）
一般会計等 全体会計 連結会計

経常費用 23,835 34,743 42,863
１．業務費用 13,567 16,215 18,207
（１）人件費 3,987 4,273 5,013
（２）物件費等 9,288 11,477 12,552
（３）その他の業務費用 292 466 642

２．移転費用 10,268 18,528 24,656
（１）補助費等 3,999 13,724 19,844
（２）社会保障給付 4,788 4,793 4,793
（３）他会計への繰出金 1,476 － －
（４）その他 5 12 16

経常収益 524 2,111 2,382
１．使用料及び手数料 164 1,603 1,781
２．その他 360 508 601

純経常行政コスト 23,310 32,632 40,481
臨時損失 155 170 170
臨時収益 82 82 82

純行政コスト 23,383 32,720 40,569
※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。  

   

令和５年度の経常費用は、一般会計等ベースで２３８億３，５００万

円、全体会計ベースで３４７億４，３００万円、連結会計ベースで４２

８億６，３００万円となりました。一方、行政サービス利用に対する対

価として市民が負担する使用料及び手数料などの経常収益は一般会計等

ベースで５億２，４００万円、全体会計ベースで２１億１，１００万円、

連結会計ベースで２３億８，２００万円となりました。 

経常費用から経常収益を引いた純経常行政コストは一般会計等ベース

で△２３３億１，０００万円、全体会計ベースで△３２６億３，２００

万円、連結会計ベースで△４０４億８，１００万円であり、そこに臨時

損益を加味した純行政コストは一般会計等ベースで△２３３億８，３０

０万円、全体会計ベースで△３２７億２，０００万円、連結会計ベース

で△４０５億６，９００万円です。この不足分は市税や地方交付税など

の一般財源や国・県補助金などで賄っています。 
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３ 純資産変動計算書 

純資産変動計算書とは、貸借対照表の「純資産」の部に計上されてい

る各数値が１年間でどのように変動したかを表したものです。 

  

（単位：百万円）

一般会計等 全体会計 連結会計

前年度末純資産残高 104,818 111,710 115,763

純行政コスト △ 23,383 △ 32,720 △ 40,569

財源 20,739 30,414 38,158

（１）税収等 15,279 19,591 24,765

（２）国庫補助金等 5,460 10,823 13,393

本年度差額 △ 2,644 △ 2,306 △ 2,411

資産評価差額 － － －

無償所管換等 1 1 7

比例連結割合変更に伴う差額 － － △ 4

その他 － － 3

本年度純資産変動額 △ 2,643 △ 2,305 △ 2,405

本年度末純資産残高 102,175 109,405 113,358

※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。  

   

一般会計等ベースにおいては令和４年度末残高１，０４８億１，８０

０万円から２６億４，３００万円減少し、令和５年度末の純資産残高は

１，０２１億７，５００万円となり、全体会計ベースにおいては令和４

年度末残高１，１１７億１，０００万円から２３億５００万円減少し、

令和５年度末の純資産残高は１，０９４億５００万円、連結会計ベース

においては令和４年度末残高１，１５７億６，３００万円から２４億５

００万円減少し、令和５年度末の純資産残高は１，１３３億５，８００

万円となりました。 
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 ４ 資金収支計算書 

資金収支計算書は、民間企業会計におけるキャッシュフロー計算書に

あたるもので、１年間における現金（資金）の流れを「業務活動収支」

「投資活動収支」「財務活動収支」の３つに分けて表したものです。 

  

（単位：百万円）

一般会計等 全体会計 連結会計

業務活動収支 3,259 4,145 4,271

１．業務支出 17,728 27,601 35,467

２．業務収入 20,986 31,746 39,737

３．臨時支出 － － －

４．臨時収入 1 1 1

投資活動収支 △ 1,284 △ 1,585 △ 1,867

１．投資活動支出 2,489 3,141 3,503

２．投資活動収入 1,205 1,557 1,636

財務活動収支 △ 1,761 △ 2,210 △ 2,147

１．財務活動支出 2,435 3,197 3,247

２．財務活動収入 674 987 1,100

本年度資金収支額 213 350 257

前年度末資金残高 1,402 5,191 5,692

本年度末資金残高 1,616 5,542 5,949

前年度末歳計現金残高 191 191 192

本年度末歳計外現金増減額 3 3 3

本年度末歳計外現金残高 194 194 195

本年度末現金預金残高 1,810 5,736 6,144

※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。  

   

業務活動収支は、一般会計等ベースで３２億５，９００万円、全体会

計ベースで４１億４，５００万円、連結会計ベースで４２億７，１００

万円となり、投資活動収支は、一般会計等ベースで△１２億８，４００

万円、全体会計ベースで△１５億８，５００万円、連結会計ベースで△

１８億６，７００万円となりました。 

令和５年度において、資金が一般会計等ベースで２億１，３００万円、

全体会計ベースで３億５，０００万円、連結会計ベースで２億５，７０

０万円増加しました。一般会計等においては、地方債発行収入に対し地

方債償還支出が多かったことや、基金取崩収入に対し基金積立金支出が

多かったことが主な要因です。 
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Ⅴ 財務書類からわかること 

 

 １．資産形成度 

  ①住民一人当たりの資産額【資産合計／住民基本台帳人口】 

 

一般会計等  ２５１万円 

   全体会計   ３０５万円 

   連結会計   ３１４万円 

 

    資産額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たりの資産額を算出

します。 

 

   ※令和６年１月１日現在の住民基本台帳人口 ５２，３４６人 

 

  ②有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） 

   【減価償却累計額／（有形固定資産－土地＋減価償却累計額） 

×１００】 

 

   一般会計等  ６８．９％ 

   全体会計   ６５．０％ 

   連結会計   ６５．３％  

 

    有形固定資産のうち、土地以外の償却資産（建物など）の取得価額

に対する減価償却累計の割合です。 

    この比率が高いほど老朽化が進んでいることを意味し、近い将来で

補修などが必要になる可能性があります。 

    多くの地方自治体のおおよその比率は、３５％～５０％と言われて

います。 

本市の比率は比較的高い水準であり、公共施設の老朽化が進んでい

ると言えます。 
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 ２．世代間公平性 

  ①純資産比率【純資産／総資産】 

 

   一般会計等  ７７．８％ 

   全体会計   ６８．５％ 

   連結会計   ６８．９％ 

 

    過去から現在までの世代の負担によって形成した、将来返済しなく

て良い資産を表しています。 

    多くの地方自治体のおおよその比率は、６０％～７０％と言われて

います。 

本市の比率は比較的高い水準であり、将来世代への負担が少ない状

況といえます。 

 

  ②将来世代負担比率【地方債合計／有形固定資産】 

 

   一般会計等  ２２．１％ 

   全体会計   ２４．５％ 

   連結会計   ２４．２％  

 

    将来世代が負担する資産の割合を表しています。 

    多くの地方自治体のおおよその比率は、１５％～４０％と言われて

います。 

本市の比率は比較的低い水準であり、将来世代への負担が少ない状

況といえます。 
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 ３．持続可能性 

  ①住民一人当たりの負債額【負債合計／住民基本台帳人口】 

 

一般会計等   ５６万円 

   全体会計    ９６万円 

   連結会計    ９８万円 

 

    負債額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たり負債額を算出し

ます。 

 

   ※令和６年１月１日現在の住民基本台帳人口 ５２，３４６人 

  

  ②基礎的財政収支【業務活動収支＋投資活動収支＋支払利息支出】  

 

一般会計等  ２，０７７百万円 

   全体会計   ２，８０３百万円 

   連結会計   ２，６４７百万円 

 

    市債の償還額を除いた歳出と、市債の発行額を除いた歳入のバラン

スをみる指標です。 

 

４．効率性 

  ①住民一人当たりの行政コスト 

【純経常行政コスト／住民基本台帳人口】 

 

一般会計等   ４５万円 

   全体会計    ６２万円 

   連結会計    ７７万円 

 

    住民一人当たりにどれだけの行政サービスが提供されたかを表して

います。地方公共団体の行政活動の効率性を測定することができます。  
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 ５．弾力性 

  ①行政コスト対財源比率【純経常行政コスト／財源】 

 

   一般会計等  １１２．７％ 

   全体会計   １０７．６％ 

   連結会計   １０６．３％ 

 

   経常費用と経常収益の差額であり、市税などの一般財源等で賄わなけ

ればならないコストを表しています。 

   多くの地方自治体のおおよその比率は、９０％～１１０％と言われて

います。この比率が１００％を下回る場合は、翌年度に引き継ぐ資産が

蓄積されたか、あるいは、負担が軽減されたことを示しますし、１００％

を上回る場合は、過去から蓄積された資産を取り崩したか、あるいは、

翌年度以降の負担が増加したことを示しています。 

 

 ６．自立性 

  ①受益者負担割合【経常収益／経常費用】 

  

   一般会計等    ２．２％ 

   全体会計     ６．１％ 

   連結会計     ５．６％ 

   

   社会保障給付などの経常的な行政サービスに対して、受益者（利用者）

が負担する使用料や手数料などの割合を表しています。 

   経常費用に対する割合を算出することにより、行政サービスを利用す

る人が負担している割合がわかります。 

   多くの地方自治体のおおよその比率は、２％～８％と言われています。 

   本市の比率は、標準的な水準となっています。 


